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研究成果の概要（和文）：集積経済により形成された産業集積が生産工程の細分化で変容するメカニズムを内
部・外部経済の相互依存間の作用から最初に示した。次いで細分された生産工程がどのように新立地点を見出す
かをカオス的現象から分析しその有効性を示した。次いで生産工程の立地決定では工業団地の役割が大きいこと
を示し、工業団地が生産工程の生産向上を指向する場合と工場の固定費用の削減を目指す場合では、工業団地の
立地点が異なることを明らかにした。工業団地の開設に関しては工業団地の開設目的により立地点、団地内の構
成が大きく変化する。輸送インフラが脆弱な状況では臨海部で生産性向上を指向する工業団地が有利であること
を示した。

研究成果の概要（英文）：This research clarifies the mechanism in which the industrial clusters 
formed by agglomeration economies are changed by fragmentation of a production process through the 
interdependence of the internal and external economy. Secondly, it is analyzed by using the chaotic 
phenomena how subsidiaries of manufacturing firms find their new location. And then, the role of the
 industrial park is incorporated into the firm’s decision making process, and by this analysis is 
cleared that an industrial park’s location is varied: in the case when improvement of production 
efficiency is oriented by developer of industrial park, location of industrial park tends to be near
 market; in another case of the developer aiming at reduction of the fixed costs of a factory the 
location is tend to be inland. Thirdly, this study explains that location site and the production 
composition of industrial park are changed by interaction of internal and external economies 
generated in the industrial park.

研究分野： 空間経済学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
初めに本研究の背景を整理すれば次のよ

うである。 

地球規模で経済活動が広域化するにつれ

企業の工場立地決定の在り方が変化する基

本的理由は, 生産活動そのものが変貌するこ

とにある。すなわち経済活動が広域化につれ

て企業間の競争は国際的に広がり, 企業は価

格競争とそれに続く費用削減競争に晒され

る。さらに生産する製品の成熟化によって生

じる既存企業への市場退出圧力の増加,また

交渉能力を付けてきた小売産業からの価格

引き下げ要請などにより, 企業はいくつかの

経路を通して厳しい費用削減競争の下に置

かれる。この状況下で企業は生産費用削減に

向けて, 生産工程を細分化し,細分された生

産工程のいくつかを国際的に分散させる。こ

れにともない企業は必然的に細分された生

産工程の立地を国際的な広がりのある地域

から選択するという課題を一連の決定過程

を通して処理してゆくことになる。 

細分された生産工程は, 孤立して生産活動

をするわけではなく物流・金融・情報に関す

るインフラストラクチャの下で統括管理機

能を働かせて企業全体および他の生産工程

と密接に連結されて運営される。当然,各工場

間における中間財の移動が国際的に生じる

ことになる。その移動には物流関係の機能か

ら関税価格や移転価格に関するような事務

的処理機能などが付随する。中間材の国際的

移動において移転価格が問題となる理由は

明白である。企業が複数の工場を国際的に運

営する場合, 各工場による企業の利潤への貢

献度が評価されねばならない。企業は各工場

から出荷される財に対して移転価格を設定

しその貢献度を評価する。他方,工場が立地す

る国の国税当局はその移転価格を利用して

工場の利潤を把握し課税を行うからである。

企業が生産工程を国際的に組織し運営する

には,インフラストラクチャが整備された国

や地域において,企業が統括管理機能を十分

に働かせられることが前提となる。 

上記の状況を背景にして工業団地が再び

注目を集めている。工業団地は A.Weber 

(1909)による立地因子分類に沿えば, 集積因

子と局地立地因子の性格を併せ持つ。すなわ

ち,いくつかの工場を特定の地点に集積させ

るように生産活動の立地に作用する。細分さ

れた生産工程の立地を決定する場合,工業団

地の持つ生産基盤と各種事務処理機能は生

産費用と煩雑な業務の費用を軽減し魅力的

である。他方,細分された生産工程を当該国内

へ誘致する計画を持つ国や地方行政府にと

っても工業団地はよい牽引手段の１つとな

る。経済活動が地球規模で広域化し生産工程

が細分化され移動性を増している時代にお

いて, 工業団地は企業と行政の双方にとって

魅力的である。 

 
２．研究の目的 
本研究は工場立地を通して工業団地の立地

と工業団地内における生産活動構成を理論

的に分析する。すなわち企業の生産工程の細

分化、生産工程における内部経済と工業団地

内で発生する外部経済の相互依存関、さらに

都市広域圏が提供する都市化経済の影響を

考慮して、工場の立地が地域経済に与える影

響を捉え、そのメカニズムの解明を行うこと

を研究の目的とする。 
 
３．研究の方法 
次の 4つの点の解明を通して上記の研究目

的を遂行する。1)集積の経済により形成され

た工業集積が、工場の生産工程の分割、細分

化により、いかに改変され再編されるかを内

部・外部経済とその連携的相互作用の分析を

通して、明らかにする。2)細分された生産工

程の立地分析から生産工程の新立地点を効

率的に探査する方法を提示する。また、この

分析から企業の生産体系の形成を明らかに

する。さらにこの分析において工場立地の立



地決定には、集積の経済を提供する工業団地

が重要な役割を果たすことを示し、工業団地

自体の開設可能地域と工業団地を構成する

工場の業種を導出する。次いで 3)工業団地の

生産活動の構成は工業団地の有する外部経

済の作用から変化することを示す。さらに工

業団地は立地する都市圏が提供する都市化

経済、そして周囲の生産環境条件からも影響

受ける。その影響を工業団地の規模と性質を

勘案しながら解明する。最後に 4)工業団地の

立地および工業団地での生産活動構成は, 工

業団地開発者と企業を中心とした他の経済

主体との相互依存関係から導出される総意

を反映するように柔軟性をもって形成でき

ることを明示する。  
 
４．研究成果 

以下では上記 4つの事項に関する研究成果

を紹介、説明する。 

1） 既存集積の改変について 

企業の生産工場は、経済活動の広域化により

引き起こされた生産費用削減」競争に対応す

るため、生産工程を細分化する。各工程は専

門化の経済と規模の経済を活かし生産効率

を引き上げる。そして通常工場が立地する周

囲から提供される外部経済との相互作用か

らさらに生産効率は上がる。いわゆる経済活

動のグローバル化により集積内の生産工程

の数はかなり多くなり、一工程当たりの生産

量は低下することになるは解析的に明らか

にできる。上記の内部・外部経済の効率を最

大限活かす生産組織が形成される場合にお

ける生産工程の数、1 工程当たりの生産量が

解析的に導出される。一般的にはこのような

最適な生産組織は地域において形成される

ことは少ないと考えられる。その理由は地域

における生産集積規模は他の集積における

効率と比較されるため、最適規模より大きい

規模の集積が形成されることになる。同種工

業により形成される集積は理論的には同じ

規模で均衡に至ることになる。 

2)細分された生産工程の立地分析 

輸送機関および事務処理における技術革新

の進展により輸送費とそれに関連する取引

費用が減少にするにつれて、生産工程は移動

しやすくなる。そしてより低い労働費あるい

は生産費一般が低くなる地点に移動する動

機を強く意味出すことになる。ここでは生産

工程が国境を越えて分散する場合を想定し、

外国に工程立地を移動させる場合に、企業は

どのようにその立地点を見出すかを理論的

に示す。 

国際的に生産組織を組む場合には、移転価

格制を取り入れて分析する必要があるので、

生産工程間における財の移動には移転価格

がもちいられることを前提にして細分され

た工程の立地分析を行う。また生産工程にお

ける生産関数はコブ・ダグラス型生産関数を

用いる。また最適解の導出においては

Gradient dynamics を用いる。この分析から

次結論が得られる。多くの場合において最適

地点の周囲においてカオス的現象が生じる。

カオス的現象は最適地点を覆い隠すことに

なるので、厄介なものと考えれらる。しかし

本研究では以下のように捉える。現実経済世

界では、財、原材料、運賃率は常に変化し、

立地地点の生産環境も変わりうる。このよう

な状況においては特定の地点を工程の最適

地点と定めることは極めて困難である。この

場合には立地が可能な地域の範囲を求める

ことになる。ここでは立地可能地域と名付け、

その範囲を、理論的に最適地点周囲に形成さ

れるカオス的現象を利用することにした。こ

れにより、立地可能地域内においては、経済

的要因のみならず、広く社会的要因、例えば、

教育施設、住宅、都市体系、安全性などの要

因などを考慮して工程の立地を定めること

ができることを理論的に明示できることに

なる。この分析はかつて概念的な形で示され

た進化経済学からの立地理論を解析的に裏

付け、補完するものとなった。 



 次に、生産工程の生産性、工程間で取り引

きされる財の運賃率、企業に対する法人税率

そして利子率を取り入れて、生産工程の立地

分析を行い以下の結論をえた。1）工程の生

産性向上は工程を、中間財の使用地に近づけ

る。２）中間財の運賃率の低下は、工程間の

距離を拡大することを可能にし、原料地立地

をより多くする。３）法人税の低下はカオス

的現象を拡大し、立地可能地域を広くし、企

業の立地の選択幅を広くする。４）利子率の

上昇は生産工程を、中間財を用いる工程に近

づける。 

続いて、上記のカオス的現象は一工程に

関して導出されたが、いくつかの生産工程に

関して同時に発生させるように工夫するこ

とが可能である。そこでいくつかのパラメー

タを変更し、複数のカオス的現象を導出した。

これによりいくつかの生産工程を立地させ

る工業団地の立地と工業団 地内における

生産活動構成を分析する道を開いた。すなわ

ち、カオス的現象を重複させる業種の工程は

同じ工業団地に立地する可能性が高い。カオ

ス的現象が重複しない業種の生産工程が並

存するとすれば、比較的高い外部経済を生み

出す工業団地が開設される必要がある。さら

に同業種による工業団地は業種に合わせて

工業団地の施設を整備する。他方、同異業種

混在する場合には、生産インフラを整備し固

定費を低下させる工業団地が開設される傾

向を持つ。 

3）外部経済と工業団地の生産活動の構成  

工業団地の生み出す外部経済は生産工程の

内部経済と関連して、工業団地の立地と生産

構成に影響する。本研究では、外部経済を 2

分類した。1 つは工業団地に立地する各工場

において雇用される総雇用量に依存する経

済で、生産工程の可変費に影響するもの。他

の 1 つは団地内の各工場において生産される

全生産量に依存する経済で、工場の固定費に

影響するものである。そして、工場内での雇

用量は工場により、利潤最大化原理から決定

され、工業団地内における工場数は、工業団

地の開発者により、各工場の利潤を最大化す

る原理により決定されるものと想定し分析

を行った。さらに、工業団地は都市の有する

都市圏内に開設されるものとし、都市からい

わゆる都市化の経済が工業団地での内部・外

部経済に作用を与えるものとし、いくつかの

異なる状況を想定して分析を進展させた。こ

こでは次のような成果が得られた。 

（１） 大都市圏における工業団地は小

規模だが、内部・外部経済の働き

は大きい。この場合、各工場の利

潤は低めになり、工業団地全体の

利潤も高くない。 

（２） 小規模都市の都市圏において、工

業団地は大規模になり、内部・外

部経済の働きは低い。ここでの場

合には個別の各工場の利潤は比

較的低いが、工業団地全体の利潤

はかなり高くなる。 

（３） 中規模都市の都市圏においての

工業団地の規模は上記の 2 つの都

市圏の工業団地の中間の値を有

する。しかし、個別工場の利潤は

最大になる傾向がある。 

（４） 工業団地への工場立地を決定す

る経済的主体は企業であるので、

工業団地は中規模都市の都市圏

に定まる傾向を持つと思われる。

しかしながら、工業団地の開発者

が民間の企業であり、その経済力

が突出している場合には、多くの

工業団地は小規模都市の周辺に

開発される可能が高いと考えら

れる。 

（５） 都市圏内では都市の経済が提供

される。都市の行政が都市化の経

済 

の強化の一環として運賃率を低下させる



輸送機関の整備を図る場合、その政策は各

工場の利潤を上昇させない場合がある。こ

れは内部・外部経済の相互作用により工業

団地内における生産活動構成が変化し、す

べての工場にプラスの影響を与えないか

らである。 

 

4)工業団地の立地および生産活動構成の在り

方と地域政策 

カオス的現象の説明で明らかなように、生

産工程、すなわち工場の立地と工場団地の立

地は一意的に確定されない。生産活動も、上

記 3）の分析からも明らかにされるように各

工場の利潤を最大化する生産活動構成も多

数あり、一意的には確定されない。このよう

な分析から以下のような結論を得る。すなわ

ち、工場の立地、そしてその立地に影響を与

える工業団地の立地は地域経済の実績に大

きく影響を与える。そしてこの工業団地の在

り方は立地を含めていくつかの選択肢の中

から選ぶことが出来る。とすれば、工業団地

の開発者は地域の経済、社会的要因を勘案し

て工業団地を開設することが可能である。と

りわけ工業団地を開発する地域の行政主体

は工場の業種、地域経済の特徴を精査して工

業団地の開設を計画することが肝要である

と言える。 
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